
(単位　円)

科目

固定資産 ( 2,285,177,857 ) ( 2,270,637,265 ) ( 14,540,592 )

有形固定資産 < 1,895,398,632 > < 1,910,961,928 > < △ 15,563,296 >

土地 1,539,982,240 1,539,982,240 0

建物 320,342,669 330,368,994 △ 10,026,325

建物附属設備 12,901,193 14,381,034 △ 1,479,841

構築物 1,007,806 1,211,996 △ 204,190

教育研究用機器備品 4,590,303 6,980,593 △ 2,390,290

管理用機器備品 3,168,074 4,414,304 △ 1,246,230

図書 13,298,137 13,298,137 0

車両 108,210 324,630 △ 216,420

特定資産 < 387,698,836 > < 357,450,224 > < 30,248,612 >

減価償却引当特定資産 355,025,380 328,669,360 26,356,020

退職給与引当特定資産 22,125,969 18,580,228 3,545,741

奨学基金引当特定資産 9,240,085 8,893,246 346,839

第３号基本金引当特定資産 1,307,402 1,307,390 12

その他の固定資産 < 2,080,389 > < 2,225,113 > < △ 144,724 >

ソフトウェア 1 144,725 △ 144,724

差入保証金 2,080,388 2,080,388 0

流動資産 ( 206,471,790 ) ( 246,965,248 ) ( △ 40,493,458 )

現金預金 161,040,127 208,176,748 △ 47,136,621

未収入金 39,243,813 33,848,804 5,395,009

前払金 6,187,850 4,939,696 1,248,154

資産の部合計 2,491,649,647 2,517,602,513 △ 25,952,866

負債の部

科目

固定負債 ( 22,125,969 ) ( 18,580,228 ) ( 3,545,741 )

退職給与引当金 22,125,969 18,580,228 3,545,741

流動負債 ( 160,737,995 ) ( 174,036,577 ) ( △ 13,298,582 )

短期借入金 0 6,750,000 △ 6,750,000

未払金 26,704,697 26,284,297 420,400

前受金 118,691,000 126,356,000 △ 7,665,000

預り金 15,342,298 14,646,280 696,018

負債の部合計 182,863,964 192,616,805 △ 9,752,841

純資産の部

科目

基本金 ( 2,564,964,539 ) ( 2,557,350,527 ) ( 7,614,012 )

第１号基本金 2,520,657,137 2,513,043,137 7,614,000

第３号基本金 1,307,402 1,307,390 12

第４号基本金 43,000,000 43,000,000 0

繰越収支差額 ( △ 256,178,856 ) ( △ 232,364,819 ) ( △ 23,814,037 )

翌年度繰越収支差額 △ 256,178,856 △ 232,364,819 △ 23,814,037

純資産の部合計 2,308,785,683 2,324,985,708 △ 16,200,025

負債及び純資産の部合計 2,491,649,647 2,517,602,513 △ 25,952,866

貸借対照表
平成31年 3月31日

資産の部

本年度末 前年度末 増　　減

本年度末 前年度末 増　　減

本年度末 前年度末 増　　減



（注記）

１． 重要な会計方針

（１）引当金の計上基準

　徴収不能引当金

　　 徴収不能引当金は未収入金の徴収不能に備えるため、個別に見積もった徴収不能額を計上

　　 している

　退職給与引当金

 　　退職給与引当金は期末要支給額81,598,000から公益財団法人東京都私学財団より

 　　の交付金相当額を控除した100％を計上している

 リース物件の所有者が借主に移転すると求められるもの以外のﾌｧｲﾅﾝｽ・ﾘｰｽ取引については

 　　通常の賃貸借取引に係わる方法に準じた会計処理によっている

（２）その他の重要な会計方針

２． 重要な会計方針の変更等　　　　　　　　　　なし

３． 減価償却額の累計額の合計額 624,658,622 円

４． 徴収不能引当金の合計額 0 円

５． 担保に供されている資産の種類及び額

担保に供されている資産はない。

６． 翌会計年度以後の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる金額 0 円

７． 当該会計年度の末日において第４号基本金に相当する資金を有していない場合のその旨と対策

第４号基本金に相当する資金を有しており、該当しない。

８． その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項

（１）通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている所有権移転外

　　　ファイナンス・リース取引

　　　①　平成２１年４月１日以降に開始したリース取引

リース物件の種類 リース料総額 未経過リース料期末残高

管理用機器備品 3,338,208円 2,542,680円


